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貸 借 対 照 表 
(2020年12月31日現在) 

 
(単位：百万円) 

科    目 金  額 科    目 金  額 

資 産 の 部  負 債 の 部  

流 動 資 産 15,481 流 動 負 債 2,527 

現 金 及 び 預 金 11,412 買 掛 金 473 

売 掛 金 1,676 未 払 金 1,380 

商 品 及 び 製 品 547 未 払 費 用 91 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 121 未 払 法 人 税 等 486 

未 成 工 事 支 出 金 129 預 り 金 67 

前 払 費 用 114 工 事 損 失 引 当 金 26 

関 係 会 社 預 け 金 1,400 そ の 他 0 

そ の 他 78   

固 定 資 産 19,199 固 定 負 債 2,586 

有 形 固 定 資 産 17,995 繰 延 税 金 負 債 213 

建 物 1,709 退 職 給 付 引 当 金 2,373 

構 築 物 2,751   

機 械 及 び 装 置 7,836 負 債 合 計 5,114 

坑 井 1,434 純 資 産 の 部  

車 両 運 搬 具 14 株 主 資 本 29,566 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 45 資 本 金 7,902 

土 地 2,817 資 本 剰 余 金 8,389 

建 設 仮 勘 定 1,386 資 本 準 備 金 8,239 

無 形 固 定 資 産 696 そ の 他 資 本 剰 余 金 150 

借 地 権 485 利 益 剰 余 金 13,275 

鉱 業 権 163 利 益 準 備 金 908 

ソ フ ト ウ エ ア 41 そ の 他 利 益 剰 余 金 12,367 

施 設 利 用 権 5 探 鉱 準 備 金 1,793 

投 資 そ の 他 の 資 産 507 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 886 

投 資 有 価 証 券 46 固定資産圧縮特別勘定積立金 20 

関 係 会 社 株 式 242 別 途 積 立 金 8,180 

長 期 貸 付 金 2 繰 越 利 益 剰 余 金 1,486 

長 期 前 払 費 用 184   

そ の 他 56   

貸 倒 引 当 金 △25 純 資 産 合 計 29,566 

資 産 合 計 34,681 負 債 及 び 純 資 産 合 計 34,681 

    

 



損 益 計 算 書 (
自 2020年１月１日 

至 2020年12月31日 
) 

 

(単位：百万円) 
科        目 金        額 

売 上 高  15,417 

売 上 原 価  12,918 

売 上 総 利 益  2,499 

販売費及び一般管理費  1,389 

営 業 利 益  1,109 

営 業 外 収 益   

受 取 賃 貸 料 131  

送 排 水 管 使 用 料 56  

そ の 他 53 241 

営 業 外 費 用   

寄 付 金 31  

賃 貸 費 用 20  

そ の 他 8 59 

経 常 利 益  1,290 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 556  

環境対策引当金戻入益 0 556 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 75  

減 損 損 失 58  

災 害 損 失 15 149 

税 引 前 当 期 純 利 益  1,697 

法人税、住民税及び事業税 621  

法 人 税 等 調 整 額 △104 517 

当 期 純 利 益  1,180 

 



注記表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

1. 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子 会 社 株 式 及

び 関 連 会 社 株 式

… 移動平均法に基づく原価法を適用しております。

② そ の 他 有 価 証 券

( 時 価 な し )

… 主として移動平均法に基づく原価法を適用しております。

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法

① 商 品 及 び 製 品 … 総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については、収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を適用

しております。

②原材料及び貯蔵品 … 移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については、

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を適

用しております。

③ 未 成 工 事 支 出 金 … 個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を適用して

おります。

3. 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

… 定額法を適用しております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

②無形固定資産（リース資産を除く）

鉱 業 権 … 生産高比例法を適用しております。

ソ フ ト ウ エ ア … 自社利用ソフトウエアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を適用しております。

施 設 利 用 権 … 定額法を適用しております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

③投資その他の資産

長 期 前 払 費 用 … 定額法を適用しております。

なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

そ の 他
(投資不動産)

… 定額法を適用しております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。



4. 引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金 … 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により算定し、貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

② 工 事 損 失 引 当 金 … 受注工事に係る将来の損失に備えるため、損失の発生が見
込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる

工事について、損失見込額を計上しております。

③ 災 害 損 失 引 当 金 … 台風により被災した資産の復旧等の支出に備えるため、そ
の見積額を計上しております。

④ 退 職 給 付 引 当 金 … 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退
職給付債務の見込額に基づき計上しております。    
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に
よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度
から費用処理しております。

⑤ 環 境 対 策 引 当 金 … 「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する
特別措置法」によって処理することが義務づけられている
ＰＣＢ廃棄物の処理に備えるため、その処理費用見込額を

計上しております。

5. 消 費 税 等 の

会 計 処 理 方 法

… 税抜方式によっております。

6. 金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

(貸借対照表に関する注記)

1. 固定資産の減価償却累計額

有形固定資産

建物 2,632百万円

構築物 10,426百万円

機械及び装置 21,112百万円

坑井 13,652百万円

車両運搬具 26百万円

工具、器具及び備品 263百万円

2. 関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 8百万円

短期金銭債務 51百万円

3．たな卸資産及び工事損失引当金の表示

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せ
ずに両建てで表示しております。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出
金のうち、工事損失引当金に対応する金額は24百万円です。



(損益計算書に関する注記)

1.関係会社との取引高

売上高 5百万円

仕入高 198百万円

その他の営業取引高 434百万円

営業取引以外の取引高 146百万円

2.減損損失

当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額(百万円)

千葉県長生郡白子町 遊休資産 土地 22

千葉県長生郡長生村 遊休資産 土地 10

千葉県山武郡九十九里町 遊休資産 土地 3

千葉県茂原市 事業用資産(工事事業)
機械及び装置、
工具、器具及び備品

21

合計 58

当社は、事業用資産については、ガス・ヨウ素事業、工事事業を基礎としてグルーピン
グし、賃貸資産及び遊休資産については、個々の物件ごとにグルーピングしております。

当事業年度において、今後の使用見込みが無く、市場価格が下落している遊休資産及び
当初想定していた収益が見込めなくなった事業用資産については、それぞれ帳簿価額を回
収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。

なお、回収可能価額は、遊休資産については固定資産税評価額によって正味売却価額を

評価し、事業用資産については将来キャッシュ・フローに基づく使用価値を見積もった結
果、現時点においてはマイナスであるため、使用価値を零として評価しております。

3.売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額は、13百万円です。

(税効果会計に関する注記)

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金であり、繰延税金負債の発生の

主な原因は、探鉱準備金であります。



（関連当事者との取引に関する注記）

1. 親会社

種類
会社等

の名称

議決権等の

所有(被所

有)割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

親会社

Ｋ＆Ｏ

エナジー

グループ㈱

被所有

直接100％

経営指導、業務

の委託等、役員

の兼任

資金の預入 8,033
関係会社

預け金
1,400

(注) 資金の預入については、市場金利を勘案した利率をもとに決定しております。なお、

取引が反復的に行われているため、取引金額は期中の平均残高で記載しておりま

す。

2. 兄弟会社

種類
会社等

の名称

議決権等の

所有(被所

有)割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

親会社の

子会社

大多喜

ガス㈱
なし

ガスの販売、ガ

スの託送
ガスの販売 5,248 売掛金 558

(注) 1．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費

税等が含まれております。

2．取引条件については、市場価格を勘案し交渉のうえ、決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

1. １株当たり純資産額 591円 7銭

2. １株当たり当期純利益 23円 59銭


